
２
０
１
３
年
度
川
崎
市

予
算
特
集
号

2013年 3 月
第201号

　

提
案
さ
れ
た
予
算
案
は
、
一

般
会
計
５
９
８
４
億
円
（
前
年

度
当
初
予
算
比
０
・
５
％
増
）、

特
別
会
計
４
９
１
４
億
円
（
同

11
・
９
％
増
）、
企
業
会
計
２

０
６
２
億
円
（
同
３
・
２
％
増
）

で
合
計
１
兆
２
９
６
１
億
円

（
同
５
・
０
％
増
）。

　

一
般
会
計
の
歳
入
は
、
市
税

収
入
が
前
年
度
当
初
比
50
億
円

（
１
・
８
％
）
増
の
２
８
４
４

億
円
。
そ
の
う
ち
、
個
人
市
民

税
が
１
１
２
３
億
円
で
12
億
円

（
１
・
０
％
）
増
。
法
人
市
民

歳　

入

　

提
案
さ
れ
た
２
０
１
３
年
度

予
算
案
は
次
ペ
ー
ジ
（
表
１
〜

４
）
の
と
お
り
で
す
。

　

一
般
会
計
予
算
は
約
５
９
８

４
億
円
（
前
年
度
比
０
・
５
％

増
）（
表
１
）。

　

一
般
会
計
の
歳
入
で
は
、
全

体
の
47
・
５
％
を
占
め
、
財
源

確
保
の
根
幹
で
あ
る
市
税
が
前

　

川
崎
市
の
２
０
１
３
年
度
予
算
案
が
提
案
さ
れ
ま
し
た
。
長
引

く
不
況
に
加
え
、
雇
用
報
酬
の
減
収
、
様
々
な
控
除
廃
止
に
よ
る

実
質
増
税
で
市
民
生
活
が
困
難
を
極
め
る
な
か
、
予
算
案
は
市
民

の
く
ら
し
を
温
め
る
も
の
に
な
っ
て
い
る
で
し
ょ
う
か
。

税
は
７
億
円
（
３
・
９
％
）
増

の
１
８
４
億
円
。

　

固
定
資
産
税
は
15
億
円（
１
・

３
％
）
増
の
１
１
１
７
億
円
。

前
年
度
に
続
き
交
付
団
体
と
し

て
地
方
交
付
税
は
７
６
０
０
万

円
（
５
％
）
減
の
14
・
６
億
円
。

　

基
礎
的
財
政
収
支
（
プ
ラ
イ

マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
）
は
引
き
続

き
黒
字
と
な
っ
て
お
り
、
減
債

基
金
か
ら
の
借
り
入
れ
で
収
支

不
足
を
補
う
も
の
の
、
２
０
１

４
年
度
に
は
新
規
借
り
入
れ
を

行
う
こ
と
な
く
収
支
均
衡
を
図

る
見
通
し
で
す
。

　

市
債
発
行
額
は
６
９
９
億
円

（
前
年
度
当
初
比
２
・
１
％
減
）。

市
債
残
高
は
一
般
会
計
で
過
去

最
高
の
８
８
６
９
億
円
（
見
込

み
、
減
債
基
金
積
立
分
を
控

除
）、市
民
一
人
当
た
り
の
〝
借

金
〞
は
約
61
・
６
万
円
で
す
。

市
長
が
掲
げ
る
３
つ
の

重
点
項
目
の
実
態
は

　

市
長
は
、
２
０
１
３
年
度
予

算
案
を
〝
新
た
な
飛
躍
予
算
〞

と
命
名
し
、
重
点
項
目
と
し
て

①
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り
、

②
保
育
所
受
け
入
れ
枠
の
拡
大

な
ど
子
育
て
環
境
の
充
実
、
③

京
浜
臨
海
部
の
国
際
戦
略
拠
点

を
核
と
す
る
成
長
戦
略
の
３
点

を
あ
げ
ま
し
た
。

　

①
「
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く

り
」
は
引
き
続
き
重
要
な
課
題

で
す
。
予
算
案
で
は
、
緊
急
消

防
隊
活
動
拠
点
整
備
の
設
計
等

に
１
３
３
１
万
円
、
小
中
学
校

の
独
立
型
備
蓄
倉
庫
整
備
や
物

資
の
購
入
な
ど
避
難
所
機
能
の

充
実
に
６
億
５
６
５
５
万
円
、

放
射
性
物
質
対
策
と
し
て
浮
島

地
区
で
ご
み
焼
却
灰
を
試
験
的

に
水
面
埋
め
立
て
る
た
め
の
吸

着
剤
添
加
装
置
な
ど
で
17
億
４

３
３
６
万
円
予
算
化
さ
れ
て
い

ま
す
が
、
防
災
対
策
と
し
て
十

分
と
は
い
え
ま
せ
ん
。
何
よ
り

も
防
災
の
要
と
し
て
重
要
な
木

造
住
宅
の
耐
震
改
修
へ
の
助
成

は
拡
充
さ
れ
た
と
い
っ
て
も
わ

ず
か
１
７
５
件
分
し
か
予
定
さ

れ
て
い
ま
せ
ん
。

　

②
子
育
て
支
援
で
は
、
新
年

度
も
小
児
医
療
費
助
成
の
拡
充

は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
認
可

保
育
園
の
入
所
申
請
数
は
昨
年

よ
り
も
増
え
、
不
承
諾
数
・
率

は
２
６
６
０
人
・
36
％
に
の
ぼ

っ
て
い
ま
す
。

　

20
政
令
市
の
中
で
私
立
幼
稚

園
の
保
育
料
・
入
園
料
が
一
番

高
い
川
崎
市
。
対
象
者
が
全
体

の
４
割
を
占
め
る
Ｄ
ラ
ン
ク
へ

の
補
助
の
市
加
算
額
を
減
額
。

ま
た
、保
護
者
や
生
徒
の
強
い

要
望
で
あ
る
中
学
校
給
食
の
実

施
は
ま
た
も
見
送
ら
れ
ま
し

た
。こ
れ
で
は
、重
点
事
業
の
１

つ
と
し
て
重
視
し
た
と
は
と
て

も
い
え
ま
せ
ん
。

　

③
市
長
が
「
新
た
な
飛
躍
」

の
ト
ッ
プ
に
掲
げ
て
い
る
京
浜

臨
海
部
国
際
戦
略
拠
点
の
形
成

で
は
、
国
立
衛
生
研
究
所
移
転

用
地
の
取
得
費
10
億
円
余
を
は

じ
め
、
21
億
３
７
０
０
万
円
が

計
上
さ
れ
、〝
船
の
来
な
い
港
〞

へ
の
３
機
目
の
ガ
ン
ト
リ
ー
ク

レ
ー
ン
建
設
費
８
億
円
。
千
人

規
模
の
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
施
設

な
ど
不
要
不
急
な
大
規
模
事
業

へ
の
投
資
が
際
立
っ
た
予
算
と

　

新
年
度
予
算
の
第
１
の
特

徴
は
、
大
規
模
事
業
優
先
予

算
と
い
う
こ
と
で
す
。
市
長

は
、
新
年
度
予
算
案
に
つ
い

て
「
新
た
な
飛
躍
」
予
算
と

命
名
し
て
い
ま
す
が
、
真
っ

先
に
か
か
げ
て
い
る
の
が

「
京
浜
臨
海
部
に
お
け
る
国

際
戦
略
拠
点
の
形
成
」
で
、

国
立
医
薬
品
食
品
衛
生
研
究

所
の
土
地
購
入
費
な
ど
に
21

億
３
７
０
０
万
円
、
船
の
来

な
い
港
へ
の
３
機
目
の
ガ
ン

ト
リ
ー
ク
レ
ー
ン
に
８
億
円

な
ど
、
不
要
不
急
の
大
規
模

事
業
へ
の
投
資
が
際
立
っ
て

い
ま
す
。

円（
一
般
会
計
の
わ
ず
か
０
・

07
％
）
と
極
め
て
不
十
分
だ

と
い
う
こ
と
で
す
。

　

雇
用
関
連
の
予
算
も
削
減

さ
れ
、
国
の
事
業
頼
み
で
雇

用
創
出
の
市
独
自
施
策
は
あ

り
ま
せ
ん
。

　

新
年
度
の
歳
入
の
う
ち
、

市
税
収
入
の
約
４
割
を
占
め

る
個
人
市
民
税
は
前
年
度
比

12
億
円
増
で
す
が
、
年
少
扶

養
控
除
・
特
別
扶
養
控
除
廃

止
に
よ
る
負
担
増
に
よ
る
市

税
収
入
は
約
35
億
円
に
の
ぼ

り
、
市
民
の
収
入
増
と
い
う

よ
り
、
増
税
に
よ
る
も
の
が

大
き
い
と
い
え
ま
す
。

　

市
民
の
生
活
実
態
か
ら
出

発
し
、
不
要
不
急
の
大
型
開

発
を
や
め
さ
せ
、
福
祉
・
防

災
を
優
先
す
る
予
算
に
改
め

る
よ
う
求
め
て
い
き
ま
す
。

阿
部
市
長
が
任
期
中
最
後
の

２
０
１
３
年
度
市
予
算
案　

第
一
回
定
例
会（
３
月
議
会
）で
審
議

認
可
保
育
園
は
増
設
規
模
の

抜
本
的
引
き
上
げ
が
必
要

―
相
変
わ
ら
ず
子
育
て
に
冷
た
い
予
算
―

項
目
の
一
つ
に
あ
げ
て
い
ま

す
が
、
木
造
住
宅
耐
震
改
修

助
成
は
対
象
が
約
２
万
戸
に

対
し
て
わ
ず
か
１
７
５
件
分

し
か
計
上
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

　

第
３
の
特
徴
は
、子
育
て
・

高
齢
者
へ
の
福
祉
施
策
が
貧

弱
だ
と
い
う
こ
と
で
す
。

　

第
２
の
特
徴
は
、
市
民
に

と
っ
て
喫
緊
の
課
題
で
あ
る

防
災
対
策
が
不
十
分
な
こ
と

で
す
。
備
蓄
倉
庫
の
整
備
な

ど
、
私
た
ち
が
要
求
し
て
き

た
こ
と
が
一
部
反
映
さ
れ
て

い
る
も
の
の
、
予
防
対
策
は

不
十
分
で
す
。
市
長
は
災
害

に
強
い
ま
ち
づ
く
り
を
重
点

倒
的
に
足
り
ま
せ
ん
。

　

第
４
の
特
徴
は
、
地
域
経

済
・
雇
用
情
勢
が
厳
し
い
な

か
、
市
内
全
企
業
数
の
９
割

以
上
を
占
め
る
中
小
・
零
細

業
者
へ
の
予
算
は
、
商
店
街

関
係
予
算
を
入
れ
て
も
融
資

を
除
け
ば
４
億
２
１
５
０
万

　

保
育
所
の
新
年
度
不
承
諾

数
は
２
６
６
０
人
。
人
口
が

川
崎
市
の
２
・
５
倍
の
横
浜

市
が
待
機
児
ゼ
ロ
を
実
現
し

た
の
と
比
べ
不
十
分
で
す
。

　

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
は

５
５
９
５
人
も
待
機
者
が
い

る
の
に
新
規
開
所
は
わ
ず
か

４
２
０
床
に
と
ど
ま
り
、
圧

自
治
体
本
来
の
役
割
発
揮
し

福
祉
・
く
ら
し
最
優
先
予
算
に

日
本
共
産
党
川
崎
市
会
議
員
団
長　

ち
く
ま
幸
一

歳
入
・
歳
出
で
み
る　

　

予
算
案
の
主
な
特
徴

な
っ
て
い
ま
す
。

　

結
局
、新
年
度
予
算
は
、「
市

民
生
活
を
置
き
去
り
に
し
、
大

規
模
事
業
を
飛
躍
さ
せ
る
予

算
」
と
い
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。

年
度
当
初
予
算
比
50
億
円（
１
・

８
％
）
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

固
定
資
産
税
が
15
億
円（
１
・

３
％
）
増
に
な
っ
た
の
は
、
家

屋
の
新
増
設
な
ど
に
よ
り
ま
す
。

　

市
税
収
入
の
約
４
割
を
占
め

る
個
人
市
民
税
が
12
億
円（
１
・

０
％
）増
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、

年
少
扶
養
控
除
廃
止
等
に
よ
る

増
収
分
が
今
年
度
は
10
ヵ
月
だ

っ
た
も
の
が
、
新
年
度
は
12
ヵ

月
分
と
な
っ
た
こ
と
に
よ
る
増

２
面
に
つ
づ
く

図１　2013年度川崎市一般会計予算案の構成

財産収入
30（0.5）

繰越金
248
（4.1）

県支出金
195（3.3）

地方交付税
15（0.2）

地方特例交付金
11（0.2）

交付金
189
（3.1）

地方譲与税
35（0.6）

その他市税
420（7.0％）

市民税
1307

（21.8％）

その他
739

（12.4）
市債
699

（11.7）

国庫支出金
980

（16.4）

歳入総額
5984億円 固定資産税

1117億円
（18.7％）

補助金など
546（9.1）

物件費
635

（10.6）

普通建設事業費
895（15.0） 公債費

739（12.4）
単位：億円（　）は％

※1億円未満は四捨五入

扶助費
1443（24.1）

繰出金
300（5.0）

義務的
経　費
（52.5）

投資的
経費
（15.0）

その他
の経費
（32.5）

その他
123（2.1）

貸付金
344（5.7）

歳出総額
5984億円

人件費
960（16.0）

　

今
年
４
月
の
認
可
保
育
園
の

受
入
枠
拡
大
は
１
４
１
５
人
。

　

新
年
度
中
の
整
備
に
よ
る
２

０
１
４
年
４
月
開
設
の
受
入
枠

拡
大
は
民
営
化
に
よ
る
増
員
分

　

当
所
予
算
で
は
大
規
模
地
震

に
備
え
た
学
校
防
災
機
能
の
強

化
に
踏
み
出
し
て
い
ま
す
が
、

教
育
委
員
会
が
必
要
と
す
る
要

求
額
に
応
え
な
い
予
算
案
に
な

っ
て
い
ま
す
（
表
10
）。

　

児
童
生
徒
用
備
蓄
物
資
の
整

備
費
は
教
育
委
員
会
の
要
求
額

に
対
し
予
算
化
は
半
分
以
下

（
表
11
）。
帰
宅
困
難
に
な
る
生

徒
数
を
全
児
童
の
３
割
と
想
定

し
、
新
た
に
小
中
高
校
へ
の
防

寒
シ
ー
ト
、
中
学
・
高
校
へ
の

非
常
食
・
飲
料
水
な
ど
備
蓄
し

ま
す
（
高
校
は
公
共
交
通
機
関

利
用
者
数
）。
し
か
し
市
教
委

が
要
求
し
た
Ｌ
Ｅ
Ｄ
ラ
ン
タ

ン
、
携
帯
ト
イ
レ
の
予
算
化
は

表８　 認可保育園４月入所希望に
　　　対する不承諾数・率の推移

入所申請
児 童 数

入 所
内 定 数

入 所
不承諾数 不承諾率

2007年 5,340人 3,447人 1,893人 35.4％
2008年 5,295人 3,241人 2,054人 38.8％
2009年 5,953人 3,629人 2,324人 39.0％
2010年 6,367人 3,854人 2,513人 39.5％
2011年 6,577人 4,051人 2,526人 38.4％
2012年 7,232人 4,533人 2,699人 37.3％
2013年 7,383人 4,723人 2,660人 36.0％
＊不承諾率＝不承諾数／申請児童数
＊園へ直接申請する新城みらい保育園（認定こども園）は除く。

を
含
め
１
２
７
０
人
。
し
か
し

今
年
４
月
の
入
所
を
申
請
し
て

入
れ
な
い
不
承
諾
数
は
前
年
と

ほ
ぼ
同
じ
２
６
６
０
人
（
表

８
）、
い
ま
の
整
備
テ
ン
ポ
で

は
入
所
申
請
の
増
加

に
追
い
つ
か
ず
、
規

模
と
テ
ン
ポ
の
抜
本

的
引
き
上
げ
が
求
め

ら
れ
ま
す
。

　

延
長
保
育
は
１
２

７
ヵ
所
か
ら
１
５
０

ヵ
所
へ
、
一
時
保
育

は
37
ヵ
所
か
ら
43
ヵ

所
へ
。

　

市
民
ニ
ー
ズ
が
高

く
、
最
も
保
育
施
設

数
が
多
い
本
市
中
央

部
に
「
病
児
・
病
後
児
保
育
施

設
」
を
設
置
準
備
、
２
０
１
４

年
度
に
新
規
開
設
。定
員
８
名
、

隔
離
室
２
室
。

小
児
医
療
費
助
成
は

拡
充
さ
れ
ず

　

小
児
医
療
費
助
成
制
度
は
昨

年
度
に
引
き
続
き
子
ど
も
本
部

は
「
望
ま
し
い
姿
」
と
し
て
通

院
対
象
年
齢
の
小
学
校
６
年
生

ま
で
の
拡
大
、
中
学
生
ま
で
入

院
費
助
成
の
所
得
制
限
の
撤
廃

を
予
算
要
求
し
ま
し
た
が
、
市

長
が
認
め
ず
拡
充
さ
れ
ま
せ
ん
。

私
立
幼
稚
園
の
保
育
料
補
助

市
加
算
額
を
大
幅
削
減

　

私
立
幼
稚
園
の
保
育
料
補
助

は
国
基
準
の
補
助
額
が
所
得
Ａ

〜
Ｃ
ラ
ン
ク
ま
で
３
千
円
増
、

Ｄ
ラ
ン
ク
（
小
学
校
１
〜
３
年

の
兄
姉
が
い
な
い
世
帯
の
１
人

目
、
新
年
度
対
象
者
数
７
０
２

０
人
）
で
４
万
９
８
０
円
か
ら

６
万
２
２
０
０
円
へ
引
き
上
げ

ら
れ
た
の
に
、
同
ラ
ン
ク
の
市

加
算
額
を
１
万
３
９
０
０
円
か

ら
４
５
０
０
円
へ
前
年
比
で
９

４
０
０
円
も
減
額
し
た
た
め
、

保
護
者
が
得
ら
れ
る
補
助
額
は

差
し
引
き
６
万
６
７
０
０
円
に

と
ど
ま
り
ま
し
た
。

　

Ｄ
ラ
ン
ク
（
同
条
件
）
の
市

加
算
額
は
３
年
連
続
の
減
額
で

延
べ
１
万
４
１
０
０
円
も
減
。

　

子
ど
も
本
部
は
市
加
算
額
を

Ｃ
ラ
ン
ク
３
万
４
５
０
０
円
、

Ｄ
ラ
ン
ク
２
万
３
千
円
に
す
る

よ
う
予
算
要
求
し
ま
し
た
が
市

長
が
認
め
ま
せ
ん
で
し
た
。

中
部
小
児
急
病
セ
ン
タ
ー

　

南
部
と
北
部
に
設
置
さ
れ
て

い
る
小
児
急
病
セ
ン
タ
ー
を
新

た
に
中
部
地
域
に
今
年
４
月
か

ら
開
設
。
診
療
時
間
帯
は
３
６

５
日
・
準
夜
勤
（
18
時
半
〜
23

時
）。
日
本
医
科
大
学
武
蔵
小

杉
病
院
へ
の
補
助
金
４
０
１
５

万
円
。
共
産
党
は
く
り
返
し
要

望
し
て
き
ま
し
た
。

防　災
小
学
校
に
も
独
立
型

備
蓄
倉
庫
を
整
備
へ

　

備
蓄
倉
庫
整
備
事
業
費
は
総

務
局
か
ら
の
要
求
額
５
億
３
７

３
５
万
円
に
対
し
て
予
算
額
は

３
億
２
０
６
９
万
円
。
独
立
型

備
蓄
倉
庫
を
地
域
防
災
拠
点
で

あ
る
市
立
中
学
校
と
併
せ
て
、

避
難
所
で
あ
る
市
立
小
学
校
に

も
２
０
１
５
年
度
ま
で
目
標
に

整
備
を
推
進
。
新
年
度
は
中
学

校
５
ヵ
所
、
小
学
校
22
ヵ
所
。

　

避
難
所
１
７
５
ヵ
所
に
Ｌ
Ｅ

Ｄ
投
光
器
を
設
置
。
マ
ン
ホ
ー

ル
ト
イ
レ
を
中
学
校
15
校
に
、

新
年
度
は
基
礎
調
査
、
次
年
度

に
設
計
・
工
事
の
予
定
。

木
造
住
宅
耐
震
改
修
助
成

わ
ず
か
１
７
５
件
分

　

木
造
住
宅
の
耐
震
改
修
費
助

成
は
対
象
と
な
る
旧
耐
震
基
準

（
１
９
８
１
年
以
前
建
築
）
が

市
内
に
約
２
万
戸
あ
る
の
に
、

件
数
は
今
年
度
１
０
０
件
か
ら

新
年
度
１
７
５
件
へ
、
あ
ま
り

に
不
十
分
な
予
算
で
す
。

消
防
職
員
の
欠
員
、

耐
震
性
防
火
水
槽

　

消
防
職
員
数
は
国
基
準
の
必

要
数
１
５
２
０
人
に
対
し
て
現

員
数
１
３
８
５
人
で
１
３
５
人

不
足
で
す
が
、
新
年
度
の
増
員

は
な
し
。
消
防
水
利
の
未
充
足

地
域
（
メ
ッ
シ
ュ
）
は
60
地
域

あ
り
ま
す
が
、
耐
震
性
防
火
水

槽
の
増
設
は
５
ヵ
所
で
す
。

○ 

太
陽
光
発
電
の
補
助
金

は
大
幅
削
減

　

県
が
補
助
制
度
を
廃
止
し
た

こ
と
も
影
響
し
、
個
人
向
け
太

陽
光
発
電
設
備
補
助
金
の
予
算

は
前
年
比
46
％
減
、
件
数
も
２

０
０
件
、
１
件
あ
た
り
の
補
助

上
限
額
も
13
・
９
万
円
か
ら
８
・

７
万
円
に
減
ら
さ
れ
ま
し
た
。

共
同
住
宅
向
け
は
３
件
か
ら
15

件
に
件
数
は
増
え
た
も
の
の
、

１
件
あ
た
り
の
補
助
上
限
額
は

69
・
９
万
円
か
ら
40
万
円
へ
約

30
万
円
減
。
家
庭
用
燃
料
電
池

「
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム
」
の
購
入
補

助
（
１
０
０
件
、
１
件
あ
た
り

７
万
５
千
円
）
事
業
を
新
設
し

ま
す
。

　

公
共
施
設
へ
の
太
陽
光
発
電

整
備
で
は
、
教
育
委
員
会
が
中

学
校
に
新
た
に
発
電
設
備
と
蓄

電
池
を
セ
ッ
ト
で
13
校
に
新
設

す
る
よ
う
予
算
要
求
し
ま
し
た

が
、
蓄
電
池
の
設
置
３
校
し
か

予
算
化
さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た

（
表
10
）。
新
規
の
発
電
設
備
は

大
規
模
改
修
の
大
谷
戸
小
１
校
。

　

川
崎
市
の
地
球
温
暖
化
対
策

推
進
基
本
計
画
で
の
「
２
０
２

０
年
ま
で
に
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
量
を
１
９
９
０
年
比
で
25
％

削
減
す
る
」
と
い
う
目
標
を
達

成
す
る
た
め
に
も
、
思
い
切
っ

た
予
算
の
拡
充
に
よ
る
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
本
格
的
普
及

が
求
め
ら
れ
ま
す
。

○ 

ゴ
ミ
収
集
―
週
２
回
へ

の
削
減
計
画
が
前
提

　

共
産
党
の
市
民
ア
ン
ケ
ー
ト

で
73
％
が「
週
３
回
の
維
持
を
」

と
回
答
し
て
い
る
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
週
２
回
へ
の
普
通
ゴ
ミ

収
集
回
数
削
減
を
前
提
に
、
回

収
や
広
報
な
ど
の
予
算
が
計
上

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ゴ
ミ
集
積
所
ご
と
に
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク
の
飛
散
防
止
・
カ
ラ
ス

対
策
用
ネ
ッ
ト
の
配
布
（
全
集

積
所
対
象
、
申
請
の
う
え
市
が

現
地
調
査
し
１
集
積
所
に
１

枚
）
と
と
も
に
、
集
積
所
に
市

職
員
と
減
量
指
導
員
を
配
置
し

て
回
収
ル
ー
ル
の
徹
底
や
広
報

な
ど
を
行
な
い
ま
す
。
ま
た
、

説
明
会
を
町
内
会
・
自
治
会
・

収
分
が
約
４
億
円
含
ま
れ
て
い

ま
す
。
２
０
１
２
年
度
か
ら
の

年
少
扶
養
控
除
廃
止
等
に
よ
る

市
税
収
入
は
新
年
度
約
35
億
円

と
な
り
実
質
増
税
に
よ
る
増
収

と
い
う
こ
と
で
す
。

　

長
引
く
不
況
で
国
民
の
所
得

は
こ
の
14
年
間
で
約
70
万
円
も

減
っ
て
い
ま
す
。
総
務
省
発
表

の
２
０
１
２
年
平
均
の
労
働
力

調
査
に
よ
る
と
、
非
正
規
雇
用

の
割
合
は
35
・
１
％
と
過
去
最

高
と
な
り
、
年
間
収
入
が
２
０

０
万
円
未
満
の
雇
用
者
は
雇
用

者
総
数
の
３
割
を
占
め
て
い
ま

す
。
川
崎
市
は
人
口
増
が
続
い

て
い
ま
す
が
、
一
人
あ
た
り
の

収
入
は
減
少
し
て
い
る
こ
と
を

示
し
て
い
ま
す
。

　

法
人
市
民
税
は
７
億
円（
３
・

９
％
）
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
の
前
に
は

戻
っ
て
い
な
い
も
の
の
、
復
調

傾
向
に
あ
る
こ
と
が
み
て
取
れ

ま
す
。
し
か
し
、
法
人
が
応
分

の
負
担
を
す
れ
ば
も
っ
と
税
収

が
増
え
る
は
ず
で
す
が
、
こ
の

程
度
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
原
因

の
一
つ
に
大
企
業
優
遇
税
制
が

あ
り
ま
す
。
ゆ
き
す
ぎ
た
大
企

業
優
遇
税
制
で
、
市
内
の
資
本

金
10
億
円
以
上
の
大
企
業
１
８

９
３
社
の
う
ち
、
税
割
額
を
納

入
し
て
い
る
の
は
６
５
３
社
し

か
な
く
、
１
２
４
０
社
は
均
等

分
（
利
益
に
関
係
な
く
か
か
る

税
金
）
し
か
納
入
し
て
い
ま
せ

ん
。
こ
こ
に
抜
本
的
な
メ
ス
を

い
れ
、
巨
額
な
内
部
留
保
を
た

め
込
ん
で
い
る
大
企
業
に
内
部

留
保
と
利
益
を
社
会
に
還
元
さ

せ
る
こ
と
が
急
務
で
す
。

見
送
ら
れ
ま
し
た
。

　

防
災
教
育
研
究
推
進
校
は
今

年
度
17
校
か
ら
新
年
度
40
校
程

度
に
増
や
す
予
定
。

各
学
校
の
防
災
・
改
修

　

窓
ガ
ラ
ス
飛
散
防
止
フ
ィ
ル

ム
貼
付
は
12
校
（
東
小
倉
小
、

夢
見
ヶ
崎
小
、
大
戸
小
、
新
城

小
、
末
長
小
、
新
作
小
、
片
平

小
、
麻
生
小
、
南
加
瀬
中
、
井

田
中
、
宮
内
中
、
高
津
中
）。

　

体
育
館
等
の
天
井
落
下
防
止

対
策
は
３
校
（
殿
町
小
、
京
町

小
、
西
高
津
中
）。

　

体
育
館
へ
の
ス
ロ
ー
プ
整
備

は
６
校
（
幸
町
小
、
戸
手
小
、

夢
見
ヶ
崎
小
、
下
小
田
中
小
、

菅
生
小
、
千
代
ヶ
丘
小
）。

　

窓
ア
ル
ミ
サ
ッ
シ
化
は
２
校

（
南
野
川
小
、
西
生
田
中
）。

通
学
路
の
安
全
対
策

　

教
育
委
員
会
・
道
路
管
理
者
・

交
通
管
理
者
に
よ
る
合
同
点
検

結
果
を
基
に
対
策
が
必
要
な
箇

所
を
抽
出
、
路
側
帯
の
カ
ラ
ー

舗
装
43
ヵ
所
、
防
護
柵
設
置
８

ヵ
所
、
踏
切
歩
道
部
の
拡
幅
１

ヵ
所
（
向
河
原
駅
前
踏
切
）
等

延
べ
82
ヵ
所
。
地
域
交
通
安
全

員
の
配
置
は
今
年
４
月
予
定
87

箇
所
に
加
え
、
学
校
か
ら
の
要

望
に
よ
り
12
箇
所
増
や
す
予

定
。「
ス
ク
ー
ル
ゾ
ー
ン
」
の

路
面
標
示
95
ヵ
所
な
ど
。

就
学
援
助
対
象
に
Ｐ
Ｔ
Ａ

会
費
な
ど
認
め
ら
れ
ず

　

教
育
委
員
会
は
就
学
援
助
の

項
目
に
Ｐ
Ｔ
Ａ
会
費
、
生
徒
会

費
、
ク
ラ
ブ
活
動
費
、
体
育
実

技
用
具
費
を
予
算
要
求
し
ま
し

た
が
、
震
災
で
避
難
し
て
い
る

生
徒
以
外
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん

で
し
た
。（
表
９
）

太
陽
光
発
電
の
設
置
補
助
金

個
人
向
け
予
算
は
約
半
減　

思
い
切
っ
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
普
及
が
必
要

管
理
組
合
な
ど
地
域
単
位
で
開

き
ま
す
。
住
民
組
織
以
外
の
団

体
も
対
象
で
す
。

○ 

食
品
の
放
射
能
検
査
が
拡
充

　

共
産
党
が
拡
充
を
要
求
し
て

い
た
食
品
関
係
の
放
射
能
測
定

に
つ
い
て
は
、
小
学
校
給
食
食

材
（
毎
月
６
検
体
）、
市
内
産

農
産
物
（
年
32
検
体
）
の
放
射

能
検
査
は
昨
年
と
同
規
模
で
実

施
。
市
内
に
流
通
す
る
食
品
の

放
射
能
検
査
は
年
間
約
１
２
０

検
体
か
ら
２
２
８
検
体
に
、
川

崎
港
の
魚
介
類
の
検
査
も
年
７

検
体
か
ら
11
検
体
に
、
そ
れ
ぞ

れ
拡
大
し
ま
す
（
表
12
）。

　

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
（
市

内
３
カ
所
）
に
よ
る
放
射
線
量

の
常
時
観
測
、
市
民
・
団
体
へ

の
放
射
線
測
定
器
の
貸
し
出

し
、水
道
水
・
海
水
・
河
川
水
・

土
壌
の
放
射
能
検
査
も
引
き
続

き
行
な
わ
れ
ま
す
。

　

新
年
度
か
ら
始
ま
る
浮
島
処

分
場
で
の
ゴ
ミ
焼
却
灰
の
埋
立

に
伴
い
、
焼
却
灰
や
処
分
場
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
放
射
性
物
質

を
固
定
化
さ
せ
る
ゼ
オ
ラ
イ
ト

処
理
の
た
め
の
施
設
整
備
な

ど
、
安
全
対
策
の
経
費
と
し
て

合
計
約
10
・
８
億
円
が
計
上
さ

れ
て
い
ま
す
。

表12　 給食、食品、農・海産物の放射能検査項目
内　　容 前年度比

小学校の給食食材（毎月６検体）増減なし
梅、梨、柿など市内主要農産物

（年32検体）増減なし

川崎港の魚介類（年11検体） ＋４検体
市場内外の市内流通品

（年228検体）＋108検体

表９　就学援助費－市教委が必要とした要求額と予算額
市教委要求額 市長予算額

小 学 校 計　3億3101万円 計　2億9311万円
学用品費・給食費等
ＰＴＡ会費

3億1409万円
1692万円

2億9296万円
15万円

中 学 校 計　2億3912万円 計　1億8493万円
学用品費・給食費等
ＰＴＡ会費
生徒会費
クラブ活動費
体育実技用具費　

１億8431万円
1150万円
753万円
3253万円
324万円

1億8431万円
8万円
5万円
49万円
0　　

表10　学校防災機能整備事業費―市教委が必要とした要求額と予算額
項　　　目 市教委要求額 市長の予算額

非構造部材の耐震化対策
・窓ガラス飛散防止フィルム貼付
・体育館等の天井落下防止対策
非常時の電力確保及び平常時の省エネ対策
・校舎への太陽光発電設備・蓄電池の設置
・体育館への灯油式発電機の設置
避難所として総合的な防災機能を備えた
体育館の整備に向けた取り組み

5267万円
1億5780万円

7億4416万円（13校）
1億3923万円
2093万円

5000万円（12校）
1億4400万円（３校）

5652万円（３校）
3399万円（７校）

300万円

合　　　計 11億1479万円 2億8751万円

表11　児童生徒用備蓄物資の整備―市教委が必要とした要求額と予算額
市教委要求額 積算根拠 市長予算額 内　　　容
小学校・特別支援学校（帰宅困難になると推定される生徒：全児童の３割程度）
3242万円 防寒シート1人に1枚、LEDランタン

10人に1台、携帯トイレ20人に1箱
1343万円 防寒シート小学校21181

枚、特別支援学校137枚
中学校（帰宅困難になると推定される生徒：全児童の３割程度）
1963万円 防寒シート1人に1枚、LEDランタン

10人に1台、携帯トイレ20人に1箱、
アルファ米50人に1箱、水6人に1箱、
栄養補助食品1人に1個、氷砂糖10
人に1袋

1077万円 防寒シート8491枚、アル
ファ米198箱、栄養補助
食品8491個、飲料水1435
箱（2L×6本）

高等学校（帰宅困難になると推定される生徒数）
419万円 防寒シート1人に1枚、LEDランタ

ン10人に1台、携帯トイレ20人に1
箱、アルファ米50人に1箱、水6人
に1箱、栄養補助食品1人に1個、
氷砂糖10人に1袋

223万円

その他

防寒シート1833枚、アル
ファ米40箱（50食入り）、
栄養補助食品1833個、飲
料水310箱（2L×6本）

計5625万円 計2656万円
＊ 高校の帰宅困難になると推定される生徒（一時保護想定生徒数）は、公共交通機関を利用
して通学する生徒数：市立高校合計で全生徒数4814人のうち1833人（38％）を想定。

学
校
防
災
機
能
整
備
に

踏
み
出
す
も
市
教
委
の
要
求
に

応
え
な
い
市
長
予
算

市民生活は置き去りの予算市民生活は置き去りの予算子育て子育て
高齢者高齢者
中小企業中小企業

「新たな飛躍」は臨海部大規模事業ばかり…「新たな飛躍」は臨海部大規模事業ばかり…
明 る い 川 崎 第２０１号２０１３年（平成25年）３月 （４）明 る い 川 崎 第２０１号２０１３年（平成25年）３月（１）



※ 
厚
生
労
働
省
が
１
月
に
発
表
し

た
２
０
１
２
年
勤
労
統
計
調
査

で
は
、
残
業
代
や
ボ
ー
ナ
ス
を

含
む
給
料
総
額
は
月
平
均
31
万

４
２
３
６
万
円
と
な
り
、
さ
か

の
ぼ
れ
る
１
９
９
０
年
以
降
で

最
低
水
準
に
な
っ
た
と
し
て
い

ま
す
。（『
日
経
』
１
・
31
付
）

歳　

出

　

一
般
会
計
の
歳
出
予
算
案

（
表
２
）
で
は
、
前
年
度
比
較

で
増
え
て
い
る
の
は
総
務
費
の

約
12
億
円
（
２
・
６
％
）
増
、

教
育
費
27
億
円（
６
・
０
％
）増
、

こ
ど
も
費
の
９
億
円
（
１
・
１

％
）
増
、
健
康
福
祉
費
の
24
億

円
（
１
・
９
％
）
増
で
す
。

　

教
育
費
の
増
は
、
児
童
生
徒

数
増
加
に
よ
る
小
学
校
の
増
改

築
16
校
、
新
設
２
校
（
幸
区
・

中
原
区
）
の
建
築
事
業
費
、
田

島
養
護
学
校
施
設
整
備
費
な
ど

合
計
で
28
億
円
の
増
で
す
。

　

こ
ど
も
費
の
増
は
、
保
育
所

受
入
枠
の
拡
大
（
１
、
４
１
５

人
）
に
よ
る
民
間
保
育
所
運
営

費
の
増
な
ど
で
す
。

　

健
康
福
祉
費
の
増
は
生
活
保

護
費
は
横
ば
い
で
す
が
、
障
が

い
者
介
護
給
付
事
業
が
増
と
な

る
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

生
保
受
給
相
談
窓
口
に

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
職
員
が
常
駐

　

新
年
度
予
算
で
は
〝
生
活
保

護
自
立
支
援
対
策
事
業
〞
が
新

規
に
盛
り
こ
ま
れ
ま
し
た
。
貧

困
の
連
鎖
を
解
決
す
る
た
め
生

保
世
帯
の
中
高
生
へ
の
学
習
支

援
や
、
生
保
受
給
者
へ
の
就
労

支
援
事
業
を
内
容
と
す
る
も
の

で
す
。
窓
口
に
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

の
職
員
が
常
駐
し
て
サ
ポ
ー
ト

す
る
と
し
て
い
ま
す
が
、
生
保

受
給
申
請
を
水
際
で
阻
止
す
る

こ
と
に
な
ら
な
い
よ
う
、
注
視

が
必
要
で
す
。

　

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
は
今

年
度
開
所
予
定
だ
っ
た
４
８
３

床
が
結
局
開
所
で
き
ず
増
床
ゼ

ロ
に
。
新
年
度
は
４
２
０
床
開

所
す
る
予
定
で
す
が
、
５
６
０

０
人
も
い
る
待
機
者
解
消
に
は

ほ
ど
遠
く
、
異
常
な
遅
れ
と
い

わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

高
齢
者
福
祉
の
施
策
は
、
緊

急
通
報
シ
ス
テ
ム
事
業
費
（
緊

急
ペ
ン
ダ
ン
ト
）
が
１
３
４
万

円
、
高
齢
者
生
活
支
援
型
食
事

サ
ー
ビ
ス
事
業
費
が
１
４
０
０

万
円
も
減
額
さ
れ
て
い
ま
す
。

使
い
に
く
い
制
度
に
し
た
結

果
、
利
用
控
え
が
起
こ
り
、
そ

の
〝
実
績
〞
を
も
と
に
減
額
。

　

長
引
く
不
況
で
中
小
企
業
の

経
営
状
況
が
依
然
厳
し
い
な
か

で
、
新
年
度
予
算
で
は
商
店
街

関
連
予
算
も
入
れ
た
中
小
企
業

支
援
の
関
連
予
算
は
融
資
を
除

け
ば
４
億
２
１
５
０
万
円
。
一

般
会
計
予
算
の
わ
ず
か
０
・
07

％
に
す
ぎ
ま
せ
ん
。
他
方
で
実

験
動
物
中
央
研
究
所
１
社
へ
の

イ
ノ
ベ
ー
ト
川
崎
（
先
端
産
業

創
出
支
援
事
業
）
に
よ
る
補
助

金
は
約
１
億
１
７
０
０
万
円
に

の
ぼ
り
、
一
部
企
業
に
偏
っ
た

も
の
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

雇
用
を
め
ぐ
る
情
勢
が
依
然

厳
し
い
な
か
、
雇
用
環
境
を
充

実
さ
せ
る
こ
と
が
緊
急
課
題
と

な
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
雇

用
創
出
に
か
か
わ
る
予
算
は
国

の
補
助
額
が
半
減
し
た
こ
と
に

あ
わ
せ
て
減
額
さ
れ
、
新
規
事

業
も
国
の
事
業
頼
み
と
い
う
状

況
で
す
。

　

市
税
収
入
の
厳
し
さ
を
強
調

す
る
一
方
で
、
大
規
模
事
業
へ

の
予
算
は
確
保
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

破
た
ん
し
た
東
扇
島
コ
ン
テ

ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
へ
３
機
目
の
ガ

ン
ト
リ
ー
ク
レ
ー
ン
の
建
設
、

「
京
浜
臨
海
部
ラ
イ
フ
イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン
国
際
戦
略
特
区
」
関

連
の
予
算
は
、
国
立
衛
生
研
究

所
を
誘
致
し
、
そ
の
た
め
の
土

地
を
３
ヵ
年
で
約
30
億
円
（
２

年
目
と
し
て
10
億
円
）
で
購
入

す
る
金
額
を
含
め
る
21
億
３
７

０
０
万
円
に
な
り
ま
す
。

中
小
業
者
の
営
業
支
え
る

産
業
政
策
に
転
換
を

　

自
治
体
の
仕
事
は
「
住
民
の

福
祉
増
進
」（
地
方
自
治
法
）

に
あ
り
ま
す
。
市
長
は
、
大
震

災
の
教
訓
を
踏
ま
え
た
災
害
に

強
い
ま
ち
づ
く
り
や
、
子
育
て

環
境
の
整
備
な
ど
「
市
民
の

方
々
の
暮
ら
し
を
し
っ
か
り
と

支
え
て
い
く
」
と
述
べ
て
い
ま

す
が
、
そ
う
で
あ
る
な
ら
市
民

の
く
ら
し
・
福
祉
を
充
実
し
、

中
小
業
者
、
地
域
経
済
の
活
性

化
支
援
に
軸
足
を
置
い
た
予

算
、
市
政
運
営
に
転
換
す
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

貧
弱
な
内
需
拡
大

 

地
域
振
興
予
算

　

新
年
度
の
川
崎
市
の
経
済
関

係
予
算
は
、
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン

ス
や
環
境
、
ナ
ノ
テ
ク
等
の
先

端
産
業
の
振
興
や
海
外
進
出
の

支
援
を
今
年
度
よ
り
さ
ら
に
強

め
た
内
容
に
な
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
一
方
で
、
デ
フ
レ
克
服
に

必
要
な
内
需
拡
大
や
地
域
経
済

振
興
の
た
め
の
事
業
費
は
非
常

に
貧
困
な
状
況
で
す
。

　

ナ
ノ
マ
イ
ク
ロ
技
術
に
特
化

し
た
産
学
協
同
研
究
推
進
事
業

費
は
大
幅
に
増
え
て
い
ま
す

が
、
市
内
中
小
企
業
が
対
象
の

一
般
の
産
学
協
同
研
究
開
発
事

業
費
は
今
年
度
２
千
万
円
が
新

年
度
８
百
万
円
に
大
幅
に
減
ら

さ
れ
て
い
ま
す
。
中
小
企
業
が

切
実
に
求
め
て
い
る
販
路
拡

大
・
開
拓
支
援
は
７
百
万
円
、

新
技
術
・
新
製
品
開
発
等
支
援

事
業
費
は
減
額
し
て
１
１
９
３

万
円
で
す
（
表
５
）。

　

中
小
企
業
の
資
金
調
達
の
支

援
と
し
て
、
間
接
融
資
事
業
費

総
額
は
変
え
ず
、
経
営
安
定
資

金
等
の
概
ね
50
％
の
保
証
料
補

助
も
継
続
し
ま
す
。

　

今
年
３
月
末
で
中
小
企
業
金

融
円
滑
化
法
が
終
了
し
ま
す

が
、
そ
の
影
響
に
つ
い
て
は
国

ま
か
せ
で
、川
崎
市
と
し
て
は
、

金
融
課
と
中
小
企
業
溝
口
事
務

所
に
特
別
相
談
の
窓
口
を
設
置

し
た
ほ
か
、
金
融
機
関
に
対
し

て
同
法
終
了
後
も
中
小
企
業
の

資
金
繰
り
に
支
障
が
生
じ
る
こ

と
が
な
い
よ
う
市
長
名
の
文
書

で
要
請
し
て
い
る
だ
け
で
す
。

　

商
業
者
の
活
力
を
引
き
出
す

商
業
振
興
事
業
と
し
て
、
商
店

街
の
現
状
を
き
め
細
か
く
把
握

し
商
店
街
課
題
の
抽
出
と
解
決

を
支
援
す
る
た
め
に
、
川
崎
商

工
会
議
所
と
連
携
し
て
「
出
張

キ
ャ
ラ
バ
ン
隊
事
業
」
を
展
開

す
る
こ
と
が
新
た
に
盛
り
込
ま

れ
ま
し
た
。
ま
た
商
店
街
街
路

灯
や
ア
ー
チ
等
の
商
店
街
施
設

の
状
況
調
査
（
抽
出
調
査
）
を

行
う
予
算
と
し
て
五
百
万
円
が

組
ま
れ
て
い
ま
す
。

　

商
店
街
の
イ
ベ
ン
ト
支
援
補

助
金
は
、
前
年
度
１
８
２
７
万

円
が
１
６
５
１
万
円
に
減
ら
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

商
業
振
興
事
業
費
３
億
４
１

８
６
万
円
の
う
ち
、
ま
ち
づ
く

り
連
動
事
業
費
２
億
１
１
３
０

万
円
（
ア
ゼ
リ
ア
地
下
歩
道
負

担
金
１
億
８
６
０
０
万
円
や
中

心
市
街
地
活
性
化
関
係
費
、他
）

と
、
川
崎
駅
周
辺
の
イ
ベ
ン
ト

事
業
支
援
等
１
９
９
１
万
円
を

除
け
ば
、
市
内
２
３
９
商
店
街

を
対
象
と
し
た
商
業
振
興
予
算

額
は
１
億
１
０
６
５
万
円
で
す

（
表
６
）。

消
費
生
活
関
連
は
大
幅
減

　

消
費
生
活
対
策
事
業
費
は
８

３
４
万
円
増
や
さ
れ
て
６
５
７

８
万
円
と
な
り
ま
し
た
が
、
昨

年
ま
で
国
基
金
で
行
な
わ
れ
て

き
た
地
方
消
費
者
行
政
活
性
化

事
業
３
４
０
６
万
円
（
消
費
者

啓
発
に
関
す
る
事
業
、
消
費
生

活
相
談
に
関
す
る
事
業
、
他
）

が
中
止
と
な
っ
た
た
め
、
消
費

生
活
関
係
の
事
業
費
は
大
幅
に

減
っ
て
い
ま
す
。

◆
公
共
事
業
早
期
発
注

　

公
共
工
事
費
へ
５
０
０
億

円
）
の
上
半
期
発
注
率
80
％
を

め
ざ
す
と
し
て
い
ま
す
が
、
こ

れ
ま
で
の
契
約
実
績
は
４
割
程

度
で
す
。

雇　用
切
実
な
実
態

－

若
者

支
援
・
就
業
支
援
の

拡
充
こ
そ
必
要

若
者
サ
ポ
ー
ト
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
が
拡
充

　
「
若
年
者
就
業
支
援
事
業
費
」

は
58
％
増
の
２
８
３
万
円
、
共

産
党
が
求
め
て
き
た
若
者
サ
ポ

ー
ト
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
施
設
拡

張
で
セ
ミ
ナ
ー
な
ど
が
強
化
さ

れ
ま
す
。
新
規
就
職
者
へ
の
定

着
支
援
を
開
始
、
臨
床
心
理
士

に
よ
る
相
談
は
週
２
回
に
拡
充

さ
れ
ま
す
。

　

求
職
者
の
相
談
、
研
修
、
求

人
情
報
提
供
や
求
人
開
拓
を
行

な
う「
就
業
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
」

は
、
今
年
度
と
同
予
算
で
の
体

制
変
更
の
み
で
し
た
。
多
摩
・

川
崎
両
区
役
所
で
の
就
職
相
談

窓
口
は
継
続
し
ま
す
。
切
実
な

雇
用
実
態
の
も
と
ス
タ
ッ
フ
を

増
員
し
、
求
人
開
拓
を
強
化
す

べ
き
で
す
。

緊
急
雇
用
費
は
半
減

　

緊
急
雇
用
創
出
事
業
費
は
、

国
の
補
助
削
減
に
あ
わ
せ
て
、

今
年
度
の
３
８
０
人
か
ら
、
新

年
度
は
１
４
２
人
分（
55
％
減
）

の
予
算
に
約
半
減
し
ま
す
。

　

新
年
度
は
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー

２
級
研
修
を
通
じ
て
就
業
を
支

援
す
る
事
業
、
新
卒
未
就
職
者

の
支
援
事
業
、
求
人
開
拓
事
業

を
実
施
し
ま
す
。

（表 1）2013（平成25）年度一般会計予算案 （単位：百万円）
2013年度 前年との比較

予算額 構成比（％）増△減額 率（％）
市 税 284,398 47.5 4,955 1.8
地 方 譲 与 税 3,530 0.6 △ 87 △ 2.4
利 子 割 交 付 金 509 0.1 △ 35 △ 6.5
配 当 割 り 交 付 金 636 0.1 63 11.0
株式等譲渡所得割交付金 162 0.0 16 11.1
地 方 消 費 税 交 付 金 11,966 2.0 △ 419 △ 3.4
ゴルフ場利用税交付金 34 0.0 △ 1 △ 2.9
自動車取得税交付金 1,641 0.3 68 4.3
軽 油 取 引 税 交 付 金 3,912 0.6 △ 2 △ 0.1
地 方 特 別 交 付 金 1,147 0.2 △ 73 △ 6.0
地 方 交 付 税 1,461 0.2 △ 77 △ 5.0
交通安全対策特別交付金 424 0.1 △ 40 △ 8.6
分 担 金 及 び 負 担 金 10,146 1.7 895 9.7
使 用 料 及 び 手 数 料 15,640 2.6 83 0.5
国 庫 支 出 金 97,996 16.4 △ 2,505 △ 2.5
県 支 出 金 19,482 3.3 △ 1,150 △ 5.6
財 産 収 入 3,016 0.5 109 3.7
寄 付 金 416 0.1 △ 44 △ 9.6
繰 入 金 24,757 4.1 854 3.6
繰 越 金 100 0.0 － －
諸 収 入 47,134 7.9 1,643 3.6
市 債 69,904 11.7 △ 1,476 △ 2.1
歳 入 合 計 598,409 100 2,777 0.5

（表 2）2013（平成25）年度一般会計歳出予算案（単位：百万円）
2013年度 前年との比較

予算額 構成比（％） 増減額 率（％）
議 会 費 1,712 0.3 △ 41 △ 2.3
総 務 費 46,668 7.8 1,190 2.6
市 民 費 6,165 1.0 △ 941 △ 13.2
こ ど も 費 82,314 13.8 891 1.1
健 康 福 祉 費 130,138 21.7 2,410 1.9
環 境 費 20,101 3.4 2,431 13.8
経 済 労 働 費 35,613 6.0 △ 1,577 △ 4.2
建 設 緑 政 費 30,160 5.0 △ 4,717 △ 13.5
港 湾 費 8,200 1.4 △ 1,043 △ 11.3
ま ち づ く り 費 24,001 4.0 723 3.1
区 役 所 費 14,520 2.4 541 3.9
消 防 費 16,440 2.7 △ 393 △ 2.3
教 育 費 48,404 8.1 2,751 6.0
公 債 費 74,356 12.4 2,495 3.5
諸 支 出 金 59,118 9.9 △ 1,944 △ 3.2
予 備 費 500 0.1 － －
歳 出 合 計 598,409 100 2,777 0.5

（表 3）2013（平成25）年度各会計予算案（単位：百万円）

会計別 2013年度
予算額

前年との比較
増減額 率（％）

一 般 会 計 598,409 2,777 0.5

特
別
会
計

競 輪 事 業 会 計 20,879 194 0.9
卸 売 市 場 事 業 会 計 2,215 △ 737 △ 25.0
国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 133,092 1,560 1.2
母子寡婦福祉資金貸付事業会計 285 4 1.4
後 期 高 齢 者 医 療 事 業 会 計 12,186 △ 290 △ 2.3
公害健康被害補償事業会計 117 12 11.4
介 護 保 険 事 業 会 計 73,380 4,627 6.7
港 湾 整 備 事 業 会 計 3,239 853 35.7
勤 労 者 福 祉 共 済 事 業 会 計 112 1 0.9
墓 地 整 備 事 業 会 計 734 276 60.3
生田緑地ゴルフ場事業会計 831 285 52.1
公共用地先行取得等事業会計 9,258 4,030 77.1
公 債 管 理 会 計 235,160 41,400 21.4

特 別 会 計 合 計 491,486 52,214 11.9

公
営
企
業
会
計

病 院 事 業 会 計 39,876 1,204 3.1
下 水 道 事 業 会 計 99,254 7,387 8.0
水 道 事 業 会 計 46,762 △ 1,228 △ 2.6
工 業 用 水 道 事 業 会 計 9,343 △ 735 △ 7.3
自 動 車 運 送 事 業 会 計 10,999 △ 104 △ 0.9
高 速 鉄 道 事 業 会 計 － △ 61 皆減

企 業 会 計 合 計 206,234 6,463 3.2
全 会 計 歳 出 予 算 合 計 1,296,129 61,454 5.0

（表 4）2013（平成25）年度市税の内訳　　（単位：百万円）

2013年度 前年との比較

予算額 構成比（％）増△減額 率（％）

市 民 税 130,700 45.9 1,835 1.4

個 人 112,291 39.5 1,151 1.0

法 人 18,409 6.4 684 3.9

固 定 資 産 税 111,689 39.3 1,458 1.3

軽 自 動 車 税 539 0.2 7 1.3

市 た ば こ 税 9,946 3.5 955 10.6

特 別土地保有税 0.002 0.0 － 0.0

入 湯 税 0.5 0.0 0 . 1 43.8

事 業 所 税 8,205 2.9 290 3.7

都 市 計 画 税 23,319 8.2 410 1.8

市 税 合 計 284,398 100 4,955 1.8
＊百万円以下の処理の関係上、合計額は誤差があります。
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表 7　新年度予算での主な大規模開発・拠点開発関連予算
国際コンテナ戦略港湾整備関連
●東扇島コンテナターミナル施設維持・整備 13億1543万円
　ガントリークレーン 3号機工事の 2年目： 8億円を含む。
●東扇島コンテナターミナル管理運営費 1 億9228万円
●東扇島コンテナ事業推進費 2411万円
●京浜港広域連携推進事業 1 億1864万円
　川崎港利用促進コンテナ貨物補助 1億760万円を含む。
●臨港道路東扇島水江町線整備 11億9576万円
京浜臨海部国際戦略拠点整備関連
●国際戦略拠点形成の推進 11億5961万円
　 国立医薬品食品衛生研究所整備の用地取得（川崎市取得分1.7ha＝ 3ヵ年で30.6
億円の 2年目分）10億7,700万円、国際戦略拠点プロモーション事業2,000万円、
企業・研究機関等誘致推進事業1,300万円、ライフサイエンス共同研究補助1,019
万円、国際戦略総合特区の事業推進に係る業務1,200万円、その他
●国際戦略拠点中核施設整備・運営 8 億8154万円
　川崎生命科学・環境研究センターに入居する市施設の管理等。
●拠点形成と一体化した周辺地区整備 3270万円
　羽田連絡道路の整備促進、調査検討300万円を含む。
●臨海部先端産業創出支援助成（イノベート川崎） 1 億1666万円
●臨海部ブランドの確立に向けた取組 790万円
●新川崎・創造のもり産学共同研究の推進 3233万円
高速川崎縦貫道路整備関連
●川崎縦貫道路関連調査費 6100万円
●409号線新設改築事業費 7 億455万円
●縦貫道路関連排水管布設工事等 1746万円
拠点駅前再開発事業関連
●新川崎・鹿島田駅周辺地区整備事業 36億7246万円
　新川崎地区整備事業、鹿島田駅西地区市街地再開発事業
●小杉駅周辺地区再開発事業等 32億7901万円
●小杉 2丁目コンベンション施設整備推進事業 1100万円

表 8　大型開発目的に偏重― 8年間の用地取得実績
（2004～2011年度、一般会計・特別会計）
分　　野 台帳地積（計） 取得価格（計）

福祉関係施設 6569.65㎡ 31億4488万円
教育関係施設 4万6230.56㎡ 84億 513万円
臨海部･拠点開発･誘致関係施設 8万4310.42㎡ 350億7312万円
主な内容： 水江町、殿町 3丁目（実中研）、小杉再開発、小杉ビジネ

スホテル建設、新川崎、川崎駅西口など
＊ 殿町 3 丁目の国立医薬品食品衛生研究所整備のための用地取得分は2012年度か
らなので表中の「殿町 3丁目」には含まれない。

＊ 教育関係施設には小杉再開発ビル内への中原図書館移転の床買取分13億4327万
円（2011年度）を含む。 （川崎市財政局作成資料より抜粋）

先端産業・
海外に特化

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

待機者数

川崎市　5595人
（高齢者１万人あたり・231人）

横浜市　5152人
（高齢者１万人あたり・67人）

（2012年10月1日現在）
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図４　特養ホーム新設箇所数～川崎市と横浜市の比較
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新
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拠点整備など拠点整備など

2013年度川崎市予算案の特徴と課題

商業力強化事業費（出張キャラバン隊、他） 1285万円
中小企業団体等共闘施設補助金（LED化、他） 4000万円
商店街施設状況調査事業 500万円
商店街課題対応事業その他経費 246万円
商店街ソフト支援事業（イベント支援、他） 1878万円
公衆養生経営安定等補助金 3081万円
商業アドバイス事業 62万円
Buyかわさき出品者協議会育成事業補助金 12万円

表 6 　商業振興関係費 （合計 1億1065万円）

販路拡大・開拓の支援事業費（ものづくり、Web、ブランド） 700万円
テクノトランスファー事業費 318万円
産業振興育成推進事業費（デザイン、ガラス） 2311万円
内陸部創業環境保全対策事業 301万円
省エネ創エネ新技術導入促進事業費 3000万円
起業家総合支援事業 704万円
ものづくりひとづくり事業費 120万円
川崎市産業振興財団運営補助金 1 億6969万円
商工業アドバイス事業費 20万円
産学共同研究開発促進事業費 800万円
新技術新製品開発等支援事業費 1194万円
かわさき福祉産業振興ビジョン推進事業費 4894万円
建設産業振興事業費 170万円

表 5　 市内中小零細製造業の先端産業関係を
除く主な振興関係費

（合計 3億1500万円）
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算
の
約

10
年
分
に
匹
敵
し
ま
す
。

開
所
予
定
は
２
０
１
２
年
度
分

の
５
ヵ
所
と
新
規
５
ヵ
所
（
４

２
０
床
）
を
加
え
て
10
ヵ
所
９

０
３
床
に
な
り
ま
す
。

　

特
養
ホ
ー
ム
の
待
機
者
数
は

２
０
１
２
年
10
月
１
日
時
点
５

５
９
５
人
、
高
齢
者
人
口
比
の

ベ
ッ
ド
数
は
人
口
百
万
人
以
上

の
13
政
令
市
の
中
で
10
位
と
い

う
状
況
で
す
（
図
３
）。
待
機

者
数
に
対
し
て
、
あ
ま
り
に
少

な
す
ぎ
る
増
床
予
定
数
で
す

が
、
そ
の
予
定
数
す
ら
年
度
内

に
達
成
で
き
て
い
ま
せ
ん
。

い 川 崎 （２）第２０１号明 る い（３） 　２０１３年（平成25年）３月


